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研究要旨 

 これまで日本では都道府県別の多量飲酒率について格差指標の推移を明らかにした研究はほと

んどなかった。そこで、国民生活基礎調査データを用いて、男女別に都道府県毎の多量飲酒率（日

本酒換算で、男性平均２合/日以上、女性平均１合/日以上を多量飲酒と定義）を計算し、Rate 

difference や Rate ratio など複数の格差指標を用いて格差の推移について検討した。 

2013 年から 2016 年にかけて都道府県別の多量飲酒率は男性では全般的にやや減少傾向（全国値：

14.0%～13.3%）を呈し、女性では横ばいの傾向（全国値：8.2%～8.3%）を呈していた。一方、2013

年から 2016 年にかけての日本における多量飲酒の都道府県格差は、女性においてやや増加傾向に

あると分かった。男性では、各格差指標に一致した傾向（変化率の範囲：-16.0%～+17.8%）を認め

なかったが、女性では、すべての格差指標で増加傾向（変化率の範囲：+13.7%～+51.1%）を認めた。

本研究は日本における多量飲酒の都道府県格差を把握するための基礎資料となる。 
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Ａ．研究目的 

 健康日本 21 の第二次においては、健康寿命

の延伸に加えて健康格差の縮小が目標に加え

られた[1]。ここでは健康格差の一例として日

本における多量飲酒の都道府県格差を扱う。 

 これまで日本では都道府県別の多量飲酒率

について格差指標の推移を明らかにした研究

はほとんどなかった[2]。そこで、国民生活基礎

調査データによる各都道府県の男女別の多量

飲酒率を用いて、Rate difference や Rate 

ratio など複数の格差指標を計算し、格差の推

移について検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

 国民生活基礎調査では、2013 年から飲酒の項

目が追加された。都道府県に応じた男女別の多

量飲酒率を用いて、日本における多量飲酒の都

道府県格差の推移を観察した。本研究において

1日あたりの飲酒量は、「飲酒頻度(日/週)×1回

あたりの日本酒換算当たり飲酒量（合）÷7」で

算出した（飲酒頻度として、毎日は 7日/週、週

5～6 日は 5.5 日/週、週 3～4 日は 3.5 日/週、

週 1～2 日は 1.5 日/週、月 1～3 回の飲酒頻度

は 0.5 日/週とみなした）。なお、多量飲酒の定

義は、健康日本 21 の第二次における「生活習慣

病のリスクを高める飲酒量」（1 日の平均純アル

コール摂取量が男性で 40g、女性で 20g 以上）

に従う[1]。本多量飲酒者の定義に従い、日本酒

換算当たり、男性で平均 2合/日以上、女性で平

均 1 合/日以上を多量飲酒者とした。国民を代

表する大規模サンプルを有する 2013、2016 年

の国民生活基礎調査データのうち 20-69 歳のデ

ータ（2013 年：男性 176,734 人、女性 186,243

人；2016 年：男性 163,522 人、女性 171,338 人）

を用いて多量飲酒率を計算した。都道府県別に

は男女別に平均約 3,700 人のデータであった

（最小値は 2013 年の和歌山県の男性で 2,457
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人；最大値は 2016 年の静岡県の女性で 7,068

人）。入院中および年齢不詳、多量飲酒状況不詳

の者は分析から除外した。また、2016 年 4月に

発生した熊本地震の影響により、2016 年の国民

生活基礎調査データには、熊本県は含まれてい

ない。 

 都道府県別多量飲酒率の計算においては都

道府県によって調査回答者の年齢分布に偏り

が存在するため、直接法による年齢調整を実施

した。すなわち年齢階級別（5 歳毎）に多量飲

酒率を求め、2010 年の国勢調査による男女別年

齢階級別人口を標準人口として用いて、2013 年、

2016 年の 20-69 歳の年齢調整多量飲酒率を調

整した。以下でいう多量飲酒率はすべて年齢調

整多量飲酒率を指す。 

 最初に都道府県別多量飲酒率の推移を男女

別に観察した（表１、図１）。 

 次に、上記の都道府県別の多量飲酒率を用い

て格差指標（用いた格差指標の定義は後述）の

計算を実施し、その推移を観察した（表２、図

２）。格差指標の計算には米国 National Cancer 

Institute が無償提供しているソフトウェア、

HD*calc (version 1.2.4) [1]を用いた。格差

指標の計算以外には統計解析ソフトウェア

STATA15（STATA Corporation College Station, 

TX, USA）を用いた。 

 

＜格差指標の定義[4]＞ 

・絶対的格差指標 

Rate difference(RD)—RD は数値化された健

康状態の 2グループ間における単純な差のこと

である。計算式：RD=y1−y2 で求められ、y1およ

び y2 は最も不健康なグループおよび最も健康

なグループにおける健康状態である。 格差が

存在しない場合には、RD は 0 となる。 

Between-group variance (BGV)—BGVは標準偏

差の二乗を要約したものである。 

  

 

で計算され、pj はグループ jのポピュレーショ

ンサイズ、yj はグループ j の健康状態の平均、

μは健康状態の全体平均である。格差が存在し

ない場合には、BGV は 0となる。 

・相対的格差指標 

Rate ratio (RR)—RR はおそらく最も頻繁に

使用されている格差指標であり、RR=y1/y2 で計

算される。y1 および y2 は最も不健康なグルー

プおよび最も健康なグループにおける健康状

態である。 格差が存在しない場合には、RR は

1 となる。 

Index of disparity (IDisp)—IDisp はそれぞ

れの集団と基準集団における健康状態の差を

合計したものである。この指標は Pearcy と

Keppel[5]により開発され、 

   

で計算される。yj は集団 jの健康状態、yref は

基準集団における健康状態、J は比較する集団

数である。原理的には基準集団をどの集団に設

定してもかまわないのであるが、一般的には最

も健康な集団が基準集団として用いられる。そ

うすることによって全ての集団において望ま

れる健康状態を基準にすることができるから

である。格差が存在しない場合には、IDisp は

0 となる。 

Mean log deviation (MLD)— MLD は、経済学

者 Henri Theil [6]によって開発された一般的

な不均衡を示す指標である。これらの指標は、

Log スケールの比率として健康と集団人口の分

布の不均衡を要約する。集団のデータへの適用

について、Firebaugh により開発され[7]、 

  

で計算される。pjはグループ jのポピュレーシ

ョンサイズ、rj はグループ jにおける健康状態

の全体平均に対する比率であり、rj = yj/μ, 

yj はグループ jの健康状態、μは健康状態の全

体平均である。格差が存在しない場合には、MLD

は 0 となる。 
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 本研究では都道府県格差を観察した。都道府

県には序列が存在しないため、序列を前提にし

ている格差指標は用いていない。序列を前提と

した格差指標の例として Absolute concentra- 

tion index や Relative concentration index

などがある。例えば、都道府県を失業率割合に

応じて序列化したような場合には序列を前提

とした格差指標を使用することもできる。 

 

（倫理面への配慮） 

 個人識別のない既存の資料やデータを用い

て行う研究であるので、特に倫理的な問題はな

い。データ使用の枠組みは公的統計資料の二次

利用である。 

 

Ｃ．研究結果 

 2013 年～2016 年の都道府県別の多量飲酒率

の推移を表１および図１に示す。男性で最も多

量飲酒率が高かったのは、2013 年、2016 年とも

に秋田県の 21.1%、20.5%であった。青森県、高

知県、岩手県でも両年共に、比較的高い多量飲

酒率を呈している。一方、男性で最も多量飲酒

率が低かったのは、2013 年が大分県の 11.4%、

2016 年が岐阜県の 10.5%であった。 

 女性で最も多量飲酒率が高かったのは、2013

年が東京都の 11.1%、2016 年が北海道の 11.3%

であった。一方、最も多量飲酒率が低かったの

は 2013 年が滋賀県の 6.4%、2016 年が三重県で

6.1%であった。 

 日本全国における多量飲酒率は男性では

2013年の14.0%から2016年の13.3%へと絶対値

で 0.7%減少していたのに対して、女性では 2013

年から 2016 年の多量飲酒率は 8.2%から 8.3%と

ほとんど変化がなかった。 

 2013 年から 2016 年にかけての都道府県別の

多量飲酒率格差の推移を表２および図２に示

す。格差指標の変化率(%)の範囲は男性では、-

16.0%～+17.8%の範囲であり、女性では、+13.7%

～+51.1%の範囲であり、どちらも 100%以上の変

化は認められなかった。RD は男性で 9.7 から

10.0 へ、女性で 4.7 から 7.1 へと増加傾向を認

めた。男性では BGV および MLD において格差の

やや減少傾向を示した。男性におけるその他の

格差指標では、IDisp はやや増加傾向、RD およ

び RR がほぼ横ばいであった。いずれの指標も

突出した変化率はみられなかった。一方、女性

ではすべての格差指標において増加傾向が見

られ、RD が最も変化率が大きかった（51.1%）。 

 

Ｄ．考 察 

 2013 年から 2016 年にかけて都道府県におけ

る多量飲酒率は、男性では全般的に減少傾向を

呈し、女性では横ばいの傾向を呈していた。

2013 年から 2016 年にかけて多量飲酒率が著し

く変化した都道府県があるが、サンプリング地

域の相違等による部分が大きいものと推察さ

れる。 

 2013 年から 2016 年にかけて日本における多

量飲酒の都道府県格差は、男性においては横ば

い傾向、女性においては増加傾向にあると分か

った。男性においては各格差指標に一致した傾

向を認めなかった一方、女性ではすべての格差

指標で増加傾向を認めた。 

 格差指標には絶対的格差指標と相対的格差

指標がある。相対的格差指標だけではなく、絶

対的格差指標も含めた複数の格差指標によっ

て格差の推移を評価すべきだと言われている

[4, 8, 9]。また、相対的格差指標よりも絶対的

格差指標の結果を重視すべきだと考える研究

者もいる[10]。 

 今後、健康日本 21 の第二次において健康格

差の縮小を目指すために、まずは格差の実態に

ついて把握する必要がある。本研究では、複数

の格差指標を用いて、日本における多量飲酒の

都道府県格差の推移を評価したところ、女性に

おける格差指標は相対的格差指標も絶対的格

差指標も増加傾向を認めたが、男性に関する格

差指標は相対的格差指標内でも絶対的格差指

標内でも一致した方向性が認められない。格差

の評価は慎重に実施する必要があるものと考
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えられる。格差およびその推移についてどのよ

うに評価すべきなのか一定のコンセンサスが

得られるよう今後の研究を進めることが求め

られる。 

 

Ｅ．結 論 

健康日本 21（第二次）で掲げられた健康格差

の縮小を達成するために、まず格差の実態を評

価する必要がある。本研究では、複数の格差指

標を用いて日本における多量飲酒の都道府県

格差の推移を評価し、男性においては各格差指

標に一致した傾向を認めなかった一方、女性で

はすべての格差指標で増加傾向を認めた。本研

究は日本における多量飲酒の都道府県格差を

把握するための基礎資料となる。 
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表１．都道府県別の 20-69 歳年齢調整多量飲酒率： 国民生活基礎調査 2013、2016 年 

（日本酒換算で、男性平均２合/日以上、女性平均１合/日以上を多量飲酒と定義） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 2016 2013 2016
北海道 14.7 14.6 10.9 11.3
青森県 19.7 18.1 10.1 10.4
岩手県 18.0 17.6 9.0 8.9
宮城県 15.9 15.0 8.4 8.5
秋田県 21.1 20.5 9.9 10.9
山形県 16.3 16.0 8.1 8.2
福島県 16.8 15.3 8.6 8.3
茨城県 12.1 12.7 8.0 7.2
栃木県 13.4 13.5 6.9 8.3
群馬県 12.5 11.0 7.2 7.9
埼玉県 16.7 12.5 9.4 8.3
千葉県 14.3 13.0 8.2 9.1
東京都 13.2 13.3 11.1 10.6

神奈川県 12.4 12.3 9.2 9.3
新潟県 16.7 15.6 10.0 11.0
富山県 14.6 12.7 7.1 7.5
石川県 14.3 12.2 7.7 9.1
福井県 11.7 12.6 6.6 6.7
山梨県 11.6 12.9 7.6 8.1
長野県 12.0 11.3 7.5 8.4
岐阜県 11.8 10.5 6.6 6.4
静岡県 11.6 10.9 6.6 7.4
愛知県 11.7 10.6 7.6 7.3
三重県 12.0 11.0 6.9 6.1
滋賀県 12.5 10.8 6.4 6.3
京都府 12.9 12.4 8.8 9.3
大阪府 14.6 13.4 10.2 9.7
兵庫県 14.2 13.2 7.8 8.1
奈良県 12.3 11.6 6.5 7.5

和歌山県 14.4 13.9 7.6 6.8
鳥取県 15.3 13.8 7.1 7.3
島根県 16.3 14.3 7.7 7.5
岡山県 12.2 12.7 6.5 7.7
広島県 14.1 13.5 8.8 8.7
山口県 13.8 14.4 7.1 8.3
徳島県 12.9 13.7 7.4 7.5
香川県 13.2 11.9 7.7 7.2
愛媛県 13.1 13.4 7.4 7.4
高知県 18.7 18.4 10.9 9.8
福岡県 12.7 12.8 8.5 9.0
佐賀県 12.2 12.5 6.5 6.4
長崎県 15.1 12.4 7.3 7.1
熊本県 15.1 7.2
大分県 11.4 11.7 6.8 7.1
宮崎県 13.2 13.9 8.4 8.8

鹿児島県 12.7 13.2 7.7 7.2
沖縄県 13.2 11.4 8.9 8.7

日本全国 14.0 13.3 8.2 8.3

男性 女性
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図１．都道府県別の 20-69 歳年齢調整多量飲酒率：国民生活基礎調査 2013、2016 年 

（日本酒換算で、男性平均２合/日以上、女性平均１合/日以上を多量飲酒と定義） 
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